様式20
都市計画法第32条第２項の規定に基づく変更協議書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　会津若松市長　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　開発行為者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　

　都市計画法第35条の２の規定による開発行為の変更許可を受けるため、下記にかかる公共施設の用に供する土地の帰属並びに管理について協議します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記

	
	 １． eq \o\ad(開発行為に含ま,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)   eq \o\ad(れる地域の名称,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	

	
	 ２． eq \o\ad(開発区域の面積,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	

	
	 ３． eq \o\ad(公共施設の,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(名称及び所在,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	

	
	 ４． eq \o\ad(予定建築物の用途,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	

	
	 ５．工事施行者　住　所

                氏　名 

	 　　　　　　　　　　　　　　　　担当者

 　　　　　　　　　　　　　　　　電　話


	

	
	 ６． eq \o\ad(工事着手,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(完了予定年月日,　　　　　　　　　　　　　　　　　　) 

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　 　 日

 　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　年　　　月　 　 日


	

	
	 ７． eq \o\ad(その他必要な事項,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	


（注）　次に掲げる書類を添付すること。

　⑴　別紙公共施設管理予定者との変更協議書（公共施設毎に作成）

　⑵　変更前後対照表（様式22）　⑶変更に係る関係図書及び図面
　
（別　紙）

	
	 　　　　　　　公共施設管理予定者との変更協議書

	

	
	 開発区域の名称


	
	

	
	 公共施設の名称


	
	

	
	  eq \o\ad(協議事項,　　　　　　　　　　　　　　)

	  eq \o\ad(協議内容,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	  eq \o\ad(協議結果,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	

	
	 設　　　　　計


	
	
	

	
	  eq \o\ad(維持管理,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	

	
	  eq \o\ad(土地の帰属,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	

	
	 工作物等の帰属


	
	
	

	
	  eq \o\ad(費用の負担,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	

	
	  eq \o\ad(その他,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 開発行為者

 　　　　　　住　所

 　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	


